
【参考①】レイヤー別の市場規模
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（出典） 総務省「ユビキタスネット社会におけるプラットフォーム機能のあり方に関する研究会」（２００５年８月）を元に総務省作成。
インターネット広告・・・電通総研「情報メディア白書」（２００７年１月）２００５年値 ＩＳＰ、電子認証市場・・・野村総合研究所「これから情報・通信市場で何が起こるのか ＩＴ市場ナビゲーター２００６年版」（２００５年１２月）２００６年度予測値
ＡＳＰ・・・ＡＳＰＩＣ「ＡＳＰ白書」（２００５年）２００６年度予測値
ｵﾝﾗｲﾝ決済市場・・・野村総合研究所「これから情報・通信市場で何が起こるのか ＩＴ市場ナビゲーター２００８年版」（２００８年１月）２００６年度予測値
ＣＤＮ・・・三菱総合研究所「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ情報流通市場の中期予測」（２００３年３月）２００５年度予測値
家庭用電気機器・・・ＪＥＭＡ「家庭用電気機器出荷推移表」２００６年値 液晶デバイス、電子部品、半導体・・・ＪＥＩＴＡ「電子工業生産実績表」２００６年値より作成
電池・・・（社）電池工業会「電池の総生産」２００６年値
その他の項目、数値は総務省資料を元に作成。 38



【参考②】通信レイヤーと上位レイヤー市場の規模予測
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（出典）➢電気通信事業・・・主要電気通信事業者売上高より算出。
２００６年度は実績値。２００７年度以降は２０００年度から２００６年度までの値から推計。

➢その他・・・野村総合研究所「これから情報・通信市場で何が起こるのか ＩＴ市場ナビゲーター２００８年版」（２００８年１月）
「広義のネットビジネス全体市場規模の予測」から作成。 39



米国

インターネットの歴史

１９６９年
アメリカ国防総省の高等研究プロジェクト機関
ＡＲＰＡ［現ＤＡＲＰＡ］によるＡＲＰＡＮＥ
Ｔの実験開始

(ARPA :Advanced Reseach Project Agency)
(DARPA:Defence ARPA)

日本
ＡＲＰＡで初めてＴＣＰ／ＩＰを使用
カリフォルニア大からUNIXオペレーティングシ
ステム[4.2BSD]が公表

１９８３年

１９８４年
ＪＵＮＥＴの実験発足。東工大、東大及

１９８０年代半ば

１９８４年 び慶大の３校を接続。
（ＪＵＮＥＴは１９９４年に解散）

(JUNET:Japanese Univercity/Unix NETwork)ＮＳＦがプロジェクト支援を開始

(NSF:National Science Foundation)

米国で飛躍的にネットワーク規模が拡大

１９８８年
ＷＩＤＥプロジェクト（インターネ
ット関連のプロジェクト）開始

(WIDE:Widely Integrated Distributed 
)１９９０年

１９９３年 インタ ネ トの商用サ ビス開始

Environment)ＡＲＰＡ解体。ＮＳＦネットが中心となる
ＣＥＲＮがＷＷＷを開発
インターネットの商用サービス開始

(CERN:European Laboratory for Particle Physics)
１９９３年 インターネットの商用サービス開始

イリノイ大のＮＣＳＡがＭｏｓａｉｃ（ＷＷ
Ｗ用ブラウザ）をリリース

(NCSA:National Center for Supercomputing Application)

商用ネットワークの開始に伴い、インターネットは急速に発展現 在
40



１９５０年 １９８５年 ２００８年 今 後

我が国の電波利用の変遷 ～無線局数及び主な利用の推移～

公共利用（放送、船舶・
航空による保安通信、
防災通信等）が中心

電気通信事業への民間
参入が可能となり､電波の
民間利用が急速に拡大

・携帯電話、１億加入超
３G移行（約90%）が進展
・無線アクセスシステムの

１９５０年 １９８５年 ２００８年
ユビキタスネット社会に
における多様な電波利
用（新たな電波利用

今 後

ﾓﾊﾞｲﾙｵﾌｨｽ、ﾓﾊﾞｲﾙﾎｰﾑ

防災通信等）が中心 民間利用が急速に拡大 無線アクセスシステムの
普及 ニーズの拡大）

（新たな電波利用の例）

約１億８２３万局

有線ブロードバンドの代替５ １１８局
移動局 約1億6１０万局

移動局 約107万局

約３８１万局

有線ブロードバンドの代替
（過疎地等でもブロードバンド通信を実現）

５，１１８局

固定局 約10.４万局

その他 約200万局
その他 約268万局

移動局 約107万局

固定局 約3.8万局
放送局 約2.4万局

放送局 約2.4万局

移動局 4,19５局

固定局 5５２局
放送局 ８０局
その他 ２９１局

側方車

先行車

１００

側方車

先行車

１００

側方車

先行車

１００

その他 約200万局
 

人 工 衛 星 局

地 球 局

地 球 局

地 球 局

放送

その他 約268万局その他 ２９１局

安全・安心ＩＴＳ

次世代情報家電

～１００ｍ

側方車

～１００ｍ

側方車

～１００ｍ

側方車
衛星通信

地方公共団体等
 

 

放送
携帯電話・携帯ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

防災通信

消防署等

海上通信
無線ＬＡＮ固定マイクロ回線
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携帯電話

移動通信システムの歴史

第２世代 第３世代

W-CDMA

CDMA2000

3.93.9世代世代
LTE､UMB

3.5世代

HSPA

EV-DO

～数kbps ～384kbps ～14Mbps 100Mbps超現在現在

高速移動時

第４世代
（IMT-Advanced）

音声 インターネット接続 （ADSL同等）音楽、ゲーム等サービスの高度化

99.7％

2006年度末

99.5％全 国

2006年度当初 2007年度末

99.8％

携帯電話の人口カバー率

2008年度を起点とした

新たな計画による整備促 高速移動時 100Mbps
低速移動時 1Gbps

無線アクセス
広帯域移動無線アクセスシステム

(光ファイバと同等)

98.8％98.3％うち条件不利地域

全 国

99.1％

新たな計画による整備促
進

広帯域移動無線 テ

WiMAX、次世代ＰＨＳ
（20～30Mbps）広域化

モバイル化

無線LAN

超高速
高速化

2000年 2010年

11Mbps 54Mbps 100Mbps 1Gbps
超高速

無線LAN高速化現在現在
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インターネット ＩＴ・コンピュータ 通信・ブロードバンド エレクトロニクス コンテンツ

情報通信関連の主な年表

１９８０年台

・電子メール開始（１９８５年）

・ニフティサーブ開始（１９８７年）

・日本ソフトバンク創業（１９８１年）

・デルコンピュータ設立（１９８４年）

・ＮＴＴが民営化（１９８５年）
・携帯・自動車電話スタート（１９８７年）

・ＩＳＤＮサービスがスタート（１９８８年）

・衛星放送を開始（１９８９年）

・ソニーがコロムビア映画を買収（１９８９
年）

・ファミリーコンピューター発売（１９８３
年）

１９９０年 ・松下電器産業がユニバーサルを買収

１９９１年
・ワールドワイドウェブが誕生

・米国政府が情報スーパーハイウェイ
構想を発表

１９９２年 ・インテルがペンティアムを発表 ・ＮＴＴ移動通信網（後のＮＴＴドコモ）設立

１９９３年

１９９４年 ・「プレイステーション」発売

１９９５年
・ヤフー創業

・アマゾンドットコム創業
・ウィンドウズ９５発売 ・ＰＨＳサービス開始 ・カシオがデジタルカメラ「ＱＶシリー

ズ」を発売

１９９６年
・ヤフージャパン創業

・ライブドア（当時オン・ザ・エッジ）創業

１９９７年 ・楽天創業

１９９８年
・グーグル創業

・ＡＯＬがネットスケープを買収
・ウィンドウズ９８発売

１９９９年
・ＮＴＴ再編

・ｉモード誕生

ＡＯＬとワ ナ が合併 ＫＤＤＩがＩＤＯと合併 「プ イ シ 発売

２０００年
・ＡＯＬとワーナーが合併
・ネットバブル崩壊

・アマゾンドットコム日本進出

・ＫＤＤＩがＩＤＯと合併
・ａｕ発足

・ＩＰ電話サービス開始

・「プレイステーション２」発売

２００１年

・ヒューレット・パッカードがコンパックを
買収

・ソフトバンクがＡＤＳＬサービスを開始
・「ＦＯＭＡ」始動
・ボーダフォンが日本テレコムを買収

・ＮＴＴが光ファイバーサービスを本格開始

・ｉＰｏｄが誕生

２００２年 ・「Ｘｂｏｘ」発売

２００３年

２００４年 ・グーグル上場 ・ソフトバンクが日本テレコムを買収 ・「ニンテンドーＤＳ」発売

２００５年 ・ＩＢＭがＰＣ事業をレノボに売却 ・ＳＢＣがＡＴ＆Ｔを買収 ・「Ｘｂｏｘ３６０」発売年

２００６年
・ライブドアショック

・グーグルがユーチューブ買収

・ワンセグ放送開始
・ナンバーポータビリティ制度開始

・ソフトバンクがボーダフォン日本法人を買収

・「プレイステーション３」発売
・「Ｗｉｉ」発売

・ディズニーがピクサーを買収

２００７年
・「Ｉフォン」発売
・次世代高速無線通信(2.6GHz帯）免許交付

・ソニー、東芝が有機ＥＬの発売を発
表

・東芝が東芝ＥＭＩを買収
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① ブログ

【参考①】新しいサービス事例（ブログ・ＳＮＳの普及）

weblogの略称、個人や数人のグループで運営される日記的なWebサイトの総称。

Social Networking Siteの略称。コミュニティ型のWebサイト。
（単位：万人）

【ユーザー数（見通し）（総務省試算）】

② ＳＮＳ

782

621

335 6 2%
600

800

1,000

1,200

10.0%

15.0%

（単位 万人）

【ユーザー数（見通し）（総務省試算）】
335 6.2%

4.3%

2.1%
0

200

400

2005年3月末 2006年3月末 2007年3月末

0.0%

5.0%

1042

1 000

1,200 15.0%

（単位：万人）

ブログ利用者数

インターネット利用人口に占める割合
5 07

111

11.7%

5.8%

1 3%200

400

600

800

1,000

5.0%

10.0%

【国内のブログ総数の推移】

1.3%

0

2005年3月末 2006年3月末 2007年3月末

0.0%

SNS参加者数

2,000 

2,500 

過去に開設されたブログ（削除済みを含む）

アクティブブログ

インターネット上に公開されているブログ

（万ブログ）

SNS参加者数

インターネット利用人口に占める割合

500 

1,000 

1,500 

0 
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背景・概要背景・概要

【参考②】新しいサービス事例（携帯端末向けマルチメディア放送）

○○ 地上放送のデジタル化完了以降地上放送のデジタル化完了以降、、利用可能となる周波数の一部を利用可能となる周波数の一部を「「携帯端末向けマルチメディア放送携帯端末向けマルチメディア放送」」に利用することとされているに利用することとされている（（20072007年年66月月2727日日

情報通信審議会答申情報通信審議会答申））。。

○○ 「「携帯端末向けマルチメディア放送サービス等の在り方に関する懇談会携帯端末向けマルチメディア放送サービス等の在り方に関する懇談会」」（（座長：根岸哲座長：根岸哲 甲南大学法科大学院教授甲南大学法科大学院教授））を開催しを開催し、、今後の進め方を検討今後の進め方を検討

（（20082008年年77月月1515日報告書公表日報告書公表））。。

携帯端末向けマルチメディア放送サービスのイメージ携帯端末向けマルチメディア放送サービスのイメージ ワンセグ対応携帯電話の出荷台数ワンセグ対応携帯電話の出荷台数
累計出荷台数３９６９万台

（2008年7月末、JEITA調べ）

【放送 】

音楽 データ映像

【放送局】

【インターネット】

主な携帯端末向けデジタル放送方式例主な携帯端末向けデジタル放送方式例

ダウンロードして

おいた番組や音楽を
好きなときに再生…

電車の中で
スポーツ観戦…

【インタ ネット】

※2006年6月までの累計出荷台数（統計を開始）

2007年2006年 2008年

～6月※

移動しながらの映像 音楽 デ タの受信移動しながらの映像 音楽 デ タの受信

方式 ISDB-T
（ワンセグ放送）

Ｔ－DMB DVB-H MｅｄｉａFLO 

概要 日本の地上デ
ジタルテレビ放
送方式。携帯
端末向けには

欧州のデジタ
ル音声方式
DABを元に韓
国でマルチメ

欧州の地上
デジタルテレ
ビ放送方式
DVB Tを携帯

米クアルコム
が開発した方
式。携帯電話
に 適化した

ショッピングチャ
ンネルを見ながら
ネットで注文…

・・ 移動しながらの映像、音楽、データの受信移動しながらの映像、音楽、データの受信

・・ ダウンロードしたコンテンツの再生ダウンロードしたコンテンツの再生

・・ 通信と連携したサービス通信と連携したサービス

端末向けには
帯域の一部を
利用。

国でマルチメ
ディア伝送用に
改良した方式。

DVB-Tを携帯
端末向けに改
良した方式。

に 適化した
多チャンネル
放送。

帯域帯 0.43MHz 1.5MHz 5～8MHz 5～8MHz 
45



「クラウド」（雲）はネットワーク（主にインターネット）のこと。ユーザーは雲の向こうにあるデータ・セ

【参考③】新しいサービス事例（クラウド・コンピューティング）

クラウド」（雲）はネットワ ク（主にインタ ネット）のこと。ユ ザ は雲の向こうにあるデ タ セ

ンターに集約したコンピュータ・リソースを、必要に応じて利用する。こうしたシステムの作り方や使い

方をクラウド・コンピューティングと呼ぶ。

ド ピ グ プ

名称 説明

A El ti C t アマゾンが提供するWebベ ス

主なクラウド・コンピューティング・プラットフォームと
関連サービス／ソフトウェア

Amazon Elastic Compute 
Cloud(Amazon EC2)

アマゾンが提供するWebベース
の仮想サーバ・サービス

Amazon  Simple Storage 
Service(Amazon S3)

アマゾンが提供するWebベース
のストレージ・サービス

Apache Hadoop アパッチ・ソフトウェア・ファウン
デーションが開発するMapReduce
のオープンソース実装

Blue Cloud IBMが開発中のクラウド・コン
ピューティング・プラットフォーム

Force.com  Cloud  Computing 
Architecture

セールスフォース・ドットコムのク
ラウド・コンピューティング・プラッ
トフォーム

Google Apps グーグルが提供するWebベース
出典：ITproより引用

コンピュータ・リソースを使って提供する機能としては、OSやミドルウェアなどのプラットフォー

ムを利用できるサービスや、業務アプリケーションまで利用できるサービスがある。例えば以下

のような形態がある。

●HaaS（Hardware as a Service）：CPUやストレージなどのハードウェア・リソースをサービ

スとして提供する形態。

のオフィス・アプリケーション

Microsoft Live Mesh マイクロソフトが提供する複数デ
バイス菅でのデータ連携サービ
ス

スとして提供する形態。

●PaaS（Platform as a Service）：ハードウェアだけでなく、OSやミドルウェア、開発環境な

どのプラットフォーム一式をサービスとして提供する形態。

●SaaS（Software as a Service）：ソフトウェアをサービスとして提供する形態。

Project Hydrazine サン・マイクロシステムズが開発
中のクラウド・コンピューティング・
プラットフォーム
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セマンティックWebは、膨大なWebページの中から、ユーザーが求めている情報を探し出しやすくするため

【参考④】新しいサービス事例（セマンティックウェブ）

に、検索性能の向上や利便性を高める次世代Web技術。

従来のWebサイトを記述しているHTMLは、コンテンツ（情報内容）を表示するための言語だが、これとは別

に、ページに記述されている情報の意味をコンピュータが理解するため、「メタデータ（意味付けされた情

報）」をペ ジに付加することにより 従来以上に情報の検索を飛躍的に高めることが可能報）」をページに付加することにより、従来以上に情報の検索を飛躍的に高めることが可能。

※メタデータとは・・・・「情報に関する情報」であり、情報リソースに対する情報リソースの意味を説明する別の情報のこと。
メタデータを使えばその情報リソースの意味を人のみならずコンピュータにも理解させることが可能。
メタデータが付与されていない情報リソースを見た場合、人であればなんとなくその意味が理解できるが、コンピュータがそれを
自律的に理解することはできない しかしメタデ タが付与された状態であれば ンピ タに自律的に処理させることが可能自律的に理解することはできない。しかしメタデータが付与された状態であればコンピュータに自律的に処理させることが可能
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